
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

料金

用途

136.08円

169.56円

専　用 195.48円

専　用 169.56円

専　用 169.56円

専　用 195.48円

専　用

専　用

専　用 169.56円

④ 組　織（平成28年 4月 1日現在）

備　考
超過料金
１㎥につき

9㎥以上30㎥まで

31㎥以上
専　用

その他 集会所・墓
地及び児童公園

種　別

一 般 用

営 業 用

官 公 署 用

学 校 用

工 場 用

プ ー ル 用

臨 時 用

基本料金(１か月につき)

使用水量 料金

８㎥まで 1,015.2円

４㎥まで 518.4円

10㎥まで 1,306.8円

10㎥まで

組織体制；企業長　出雲市長、副企業長　松江市長（構成市の首長）
　　　　　　２課（管理課、工務課）　１２名体制（構成市からの派遣職員）
職　　　種；事務職６名、技術職６名
年齢構成；４０歳代：５名、５０歳代：７名
　※詳細は別紙１のとおり

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　用途別に基本料金と超過料金を設定。基本料金は用途別、水道使用量別に設定。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平 成 １ ２ 年 ４ 月 １ 日

施 設 能 力 20,105 ㎥／日 施 設 利 用 率 60.0

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 2

管 路 延 長 447
千ｍ配水池設置数 11

斐川宍道水道企業団　　　　　　　　　　事業経営戦略

団 体 名 ： 斐川宍道水道企業団

事 業 名 ： 水道事業

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

全部法適用
現 在 給 水 人 口 36,983

有 収 水 量 密 度 0.48

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 ３ ６ 年 ８ 月 １ １ 日 計 画 給 水 人 口 37,500

1,306.8円

50㎥まで 6,523.2円

500㎥まで 65,232円

１㎥につき 110.16円

１㎥につき 521.64円

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道
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（２）

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８

給水人口
の予測

37,320 37,169 37,019 36,836 36,653 36,466 36,280 36,094 35,909 35,723

（２）

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８

有収水量
の予測

3,939 3,924 3,908 3,889 3,870 3,850 3,830 3,812 3,794 3,776

（３）

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８

給水収益
の予測

566 563 561 558 556 553 550 547 544 541

料金収入の見通し

　２９年度から今後１０年間の給水収益は年々減少傾向にあり、平成３８年度は２９年度と比較し△４．４％と見込んでいま
す。なお予測の方法は、給水人口及び有収水量の推移、供給単価等を分析し予測を行ないました。

《給水収益の予測》 単位；百万円

給水人口の予測

水需要の予測

これまでの主な経営健全化の取組

　単年度の収支は、黒字が見込まれ資金不足も発生することもありませんが、起債残高対給水収益率が高く起債残高の
ピークも過ぎて起債残高が減少してまいりますが、依然として起債残高の高状況が続きます。
　また、料金回収率が１００％を下回っているので、原価割れで供給している状況であり、下水道料金の収納委託料や加入
負担金、簡易水道統合に伴う一般会計からの負担金などで不足分を賄っている状態です。
　今後は、給水収益の減少、更新需要の増加を考慮すれば、さらに長期的な視点での水道料金の適正化の検討も必要だと
考えられます。
　　※「経営比較分析表」は別紙２のとおり

　２９年度から今後１０年間の給水人口は年々減少傾向にあり、平成３８年度は２９年度と比較し△４．３％と見込んでいま
す。なお予測の方法は、構成市及び国立社会保障・人口問題研究所の将来人口予測値を採用しました。

　２９年度から今後１０年間の水需要（有収水量）は年々減少傾向にあり、平成３８年度は２９年度と比較し△４．１％と見込ん
でいます。なお予測の方法は、給水人口の推移、給水世帯数及び検針件数の推移、用途別件数の分類等を分析し予測を行
ないました。

　本企業団は、旧斐川村と旧宍道町の共同事業により昭和３４年広域簡易水道事業の認可を受け、計画給水人口２８，０００

人、一日最大給水量４，６２０㎥とする斐川村宍道町水道組合を発足させて昭和３６年から供給を開始しました。その後地域

の発展や住民からの強い要望などがあり給水区域の拡張や下水道の普及などによる水需要が増加し、安心でおいしい水の

安定供給を続けるため、水源施設や配水施設等の施設整備を行い平成２４年度には、計画給水人口３７，５００人となりまし

た。その間の施設整備により、大小合せて送水ポンプ場１４箇所と配水地５箇所を廃止し、また、メーター検針や開閉栓の委

託、会計、収納業務のシステムの導入など維持経費等の削減に務めてまいりました。

　さらに、簡易水道統合により平成２３年１０月には松江市から宍道５簡易水道事業、平成２４年４月には出雲市から大黒山

麓簡易水道事業を統合してまいりましたが、簡易水道統合は、企業会計にあたえる負荷が大きいことから、統合による継承

分の起債償還金と施設整備事業費の起債償還金については、それぞれの一般会計からの１００％負担としました。

　また、企業団は、構成市である松江市と出雲市のそれぞれ一部の地区を給水区域としていることから、この２市に３つ（松

江市上下水道局、出雲市上下水道局、斐川宍道水道企業団）の水道事業体が存在しています。このことから「企業経営のあ

り方」について水道事業体共同による研究会を設置し、当企業団と構成市における①広域連携　②官民連携　等について検

討を重ね取り組んでいます。

《給水人口の予測》 単位；人

《有収水量の予測》 単位；千㎥

34,000

35,000

36,000

37,000

38,000

給水人口の予測 （単位；人）

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

水需要の予測 （単位；㎥）

520
530
540
550
560
570

料金収入の見通し （単位；百万円）
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①出西水源地浄水施設整備事業
　　平成３１年度から３２年度まで実施予定（事業費；３億）
②更新事業（計画期間内実施予定）
　　電気・機械設備（事業費；７，５００万）
　　管路　　　　　（事業費；１４億７，０００万）

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標
施設の稼働が給水収益に適切に結びつくよう、またその給水収益などの収益で費用が賄えるよう
健全経営を図る

財源の積算の考え方
①料　金；（用途別に有収水量と供給単価を算定）
　；直近の有収水量に将来の人口推計等の見込みを加味して推計した有収水量に、前年度の見込値（用途別）から算出した
供給単価を乗じて算定
②企業債
　；償還元金の範囲内で新規借入額を算定

経費の積算の考え方
①委託料；現行の委託業務形態が当面継続することを前提に、直近５年間の平均実績額により算定
②修繕費；直近５年間の平均実績額により算定（ただし、施設の長寿命化対策等による修繕等の増加を加味）
③動力費；直近５年間の平均実績額により算定
④職員給与費；直近の１人当たり平均年間給与額に職員数を乗じて算定
⑤支払利息；既発債は償還表に基づき算定、新発債は発行条件を設定し算定
⑥減価償却費；固定資産台帳に登録されている償却資産と今後新規取得する償却資産に係る減価償却費の見込みに基づ
き算定

　安心でおいしい水を安定的に供給するため、加速する人口減少をはじめ施設の老朽化など、水道事業を取り巻くさまざま
な厳しい環境に対応するため、下記のことについて検討してまいります。
　・財政計画などに基づく安定した事業経営の継続
　・近隣水道事業者との広域連携、官民連携といった新たな展開へ検討が必要であると考え、広域連携のあり方、官民連携
のあり方、水道料金の適正化についての研究
　・更新時期を迎える老朽施設の計画的な更新
　・構成市と連携して水道事業に精通する職員の適正配置

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 安全安心な水道水を安定的に供給するために施設整備や管路の更新（耐震化含む）を行う

施設の見通し

　施設・設備、管路とも老朽化が進行しています。今後、更新需要が増加するため、別途アセットマネジメントツールを用いた
更新計画に基づき計画的に整備を行い、長寿命化を図ります。
　管路については、断水の原因となる漏水事故を減らすために老朽管の改良や安定した水の供給のため基幹管路の耐震化
を引き続き行います。
施設・設備、管路の更新は、別途実使用年数に基づき更新基準を設定し更新を行うことにより、健全資産と経年化資産の合
計（老朽化資産以外）割合を９０％以上で維持していくこととしています。
　施設の配水能力は水需要を考慮し、当面は２０，１０５㎥／日を維持します。

組織の見通し

　職員数は「斐川宍道水道企業団企業職員定数条例」に基づき適正に配置しますが、職員は構成市から派遣されているた
め、採用、人事異動等については構成市の人事課に委ねられています。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　安定的に事業を継続していくために毎年度収支計画と進捗管理を行うとともに、収支均
衡の維持に努め３年毎を目処に見直しを図る

動 力 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

そ の 他 の 取 組 －

委 託 料

修 繕 費

－

大規模修繕費の平準化

－

－

－

繰 入 金 －

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

－

広 域 化 当企業団と構成市との水道事業給水体制のあり方について検討中

そ の 他 の 取 組 －

料 金 －

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

－

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

－

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

計画期間中の老朽施設改良費を平準化

企 業 債 単年度借入額が起債償還額を上回らないようする

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ） －
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（別紙　１） Ｈ２８．４．１現在

斐川宍道水道企業団　組織図

（事務職：２名）

［課長：次長併任］ （事務職：２名）

（事務職：１名） （事務職：１名） （技術職：３名）

（技術職：１名） （技術職：２名）

企業長 副企業長 事務局長 事務局次長

管理課

会計係

収納係

工務課

配水係

施設係

0

1

2

3

4

5

職員の年齢構成人数



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 606,864 609,771 604,043 610,265 607,734 605,651 602,804 600,056 597,277 594,475 591,661 589,033 586,089
(1) 562,444 561,550 559,692 565,914 563,383 561,300 558,453 555,705 552,926 550,124 547,310 544,682 541,738
(2) (B)
(3) 44,420 48,221 44,351 44,351 44,351 44,351 44,351 44,351 44,351 44,351 44,351 44,351 44,351

２． 105,426 106,010 93,135 91,805 88,050 84,972 82,822 80,574 78,681 76,821 75,637 74,680 73,362
(1) 15,576 16,158 14,375 15,237 14,379 13,383 12,284 11,186 10,038 8,924 7,910 7,123 5,975

15,576 16,158 14,375 15,237 14,379 13,383 12,284 11,186 10,038 8,924 7,910 7,123 5,975

(2) 85,362 85,371 74,357 72,240 69,418 67,955 67,479 66,904 66,734 66,563 66,393 66,223 66,053
(3) 4,488 4,481 4,403 4,328 4,253 3,634 3,059 2,484 1,909 1,334 1,334 1,334 1,334

(C) 712,290 715,781 697,178 702,070 695,784 690,623 685,626 680,630 675,958 671,296 667,298 663,713 659,451
１． 546,962 573,146 563,234 580,123 570,795 566,527 566,009 563,186 566,331 569,484 573,090 576,697 580,305
(1) 52,556 56,913 50,659 51,630 51,630 51,630 51,630 51,630 51,630 51,630 51,630 51,630 51,630

26,365 27,340 25,872 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

26,191 28,573 23,787 24,230 24,230 24,230 24,230 24,230 24,230 24,230 24,230 24,230 24,230
(2) 176,938 189,937 204,670 213,610 211,039 208,230 203,631 194,222 194,222 194,222 194,222 194,222 194,222

42,107 40,214 38,760 40,391 42,391 42,391 42,392 42,391 42,391 42,391 42,391 42,391 42,391
30,025 53,762 50,245 56,835 52,265 49,455 44,855 46,475 46,475 46,475 46,475 46,475 46,475
1,066 1,610 1,085 1,085 1,085 1,085 1,085 1,085 1,085 1,085 1,085 1,085 1,085

103,740 94,351 114,580 115,299 115,298 115,299 115,299 104,271 104,271 104,271 104,271 104,271 104,271
(3) 317,468 326,296 307,905 314,883 308,126 306,667 310,748 317,334 320,479 323,632 327,238 330,845 334,453

２． 110,738 105,187 99,601 96,489 91,658 84,714 79,533 75,646 69,020 62,830 57,992 53,154 48,316
(1) 110,738 105,187 99,601 96,489 91,658 84,714 79,533 75,646 69,020 62,830 57,992 53,154 48,316
(2)

(D) 657,700 678,333 662,835 676,612 662,453 651,241 645,542 638,832 635,351 632,314 631,082 629,851 628,621
(E) 54,590 37,448 34,343 25,458 33,331 39,382 40,084 41,798 40,607 38,982 36,216 33,862 30,830
(F) 616 951 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
(G) 12,380 186 954 954 954 954 954 954 954 954 954 954 954
(H) △ 11,764 765 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952 △ 952

42,826 38,213 33,391 24,506 32,379 38,430 39,132 40,846 39,655 38,030 35,264 32,910 29,878
(I) 1,437,645 1,475,858 1,509,249 1,533,755 1,566,134 1,604,564 1,643,696 1,684,542 1,724,197 1,762,227 1,797,491 1,830,401 1,860,279
(J) 680,995 658,749 774,716 782,651 761,981 791,759 840,254 716,818 726,273 769,908 784,527 784,527 784,527

129,659 128,507 128,091 129,218 128,694 128,147 135,763 126,940 126,282 125,624 124,966 124,966 124,966
(K) 399,443 360,143 382,047 407,802 414,238 444,395 512,141 378,960 340,795 318,520 262,971 262,971 262,971

243,385 265,989 266,965 275,919 283,164 281,555 283,071 266,110 227,838 205,563 150,014 150,014 150,014

156,058 94,154 115,082 131,883 131,074 162,840 229,070 112,850 112,957 112,957 112,957 112,957 112,957
( I )

(A)-(B)

(L) △ 281,552 △ 298,606 △ 392,669 △ 374,849 △ 347,743 △ 347,364 △ 328,113 △ 337,858 △ 385,478 △ 451,388 △ 521,556 △ 521,556 △ 521,556

(M) 606,864 609,771 604,043 610,265 607,734 605,651 602,804 600,056 597,277 594,475 591,661 589,033 586,089

△ 46.4 △ 49.0 △ 65.0 △ 61.4 △ 57.2 △ 57.4 △ 54.4 △ 56.3 △ 64.5 △ 75.9 △ 88.2 △ 88.5 △ 89.0

(N)

(O)

(P)

平成38年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

長 期 前 受 金 戻 入

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

257.7 264.9

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 317.4

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

272.7 280.7 288.7 296.4 303.8 310.7236.9 242.0 249.9 251.3

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 102,200 90,000 145,000 175,000 165,000 245,000 345,000 145,000 145,000 145,000 145,000 145,000 145,000

２．

３． 25,951 27,350 35,373 32,194 34,144 42,923 39,653 41,547 43,491 42,516 37,246 27,980 22,730

４． 8,561 1,287 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

５．

６． 23,750

７．

８． 2,511 8,831 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

９． 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(A) 162,973 127,468 190,374 217,195 209,145 297,924 394,654 196,548 198,492 197,517 192,247 182,981 177,731

(B)

(C) 162,973 127,468 190,374 217,195 209,145 297,924 394,654 196,548 198,492 197,517 192,247 182,981 177,731

１． 280,953 149,066 222,951 265,838 252,734 317,828 446,208 218,445 218,658 218,658 218,658 218,658 218,658

17,881 17,471 25,886 26,371 26,371 26,371 26,371 26,371 26,371 26,371 26,371 26,371 26,371

２． 215,589 235,158 259,287 269,001 278,096 294,941 296,328 302,188 291,135 258,998 242,619 226,240 209,861

３．

４．

５．

(D) 496,542 384,224 482,238 534,839 530,830 612,769 742,536 520,633 509,793 477,656 461,277 444,898 428,519

(E) 333,569 256,756 291,864 317,644 321,685 314,845 347,882 324,085 311,301 280,139 269,030 261,917 250,788

１． 317,499 247,173 283,964 308,144 312,285 302,245 328,582 316,385 303,601 272,439 261,330 254,217 243,088

２．

３．

４． 16,070 9,583 7,900 9,500 9,400 12,600 19,300 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700

(F) 333,569 256,756 291,864 317,644 321,685 314,845 347,882 324,085 311,301 280,139 269,030 261,917 250,788

(G)

(H) 4,181,216 4,036,058 3,888,844 3,751,920 3,595,947 3,475,276 3,508,501 3,308,820 3,122,445 2,963,077 2,821,531 2,821,531 2,821,531

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

15,576 16,158 14,375 15,237 14,379 13,383 12,284 11,186 10,038 8,924 7,910 7,123 5,925

15,576 16,158 14,375 15,237 14,379 13,383 12,284 11,186 10,038 8,924 7,910 7,123 5,925

25,951 27,350 35,373 32,194 34,144 42,923 39,653 41,547 43,491 42,516 37,246 27,980 22,730

25,951 27,350 35,373 32,194 34,144 42,923 39,653 41,547 43,491 42,516 37,246 27,980 22,730

41,527 43,508 49,748 47,431 48,523 56,306 51,937 52,733 53,529 51,440 45,156 35,103 28,655

平成38年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

工 事 負 担 金

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

本年度 平成37年度 平成38年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度平成29年度

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成36年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　水道事業を取り巻く環境が厳しいなか、現時点で
はかろうじて黒字経営を行っているが、今後老朽管
路や老朽施設等の更新、改良が必要である。このた
めアセットマネジメント手法による予測や財政計画
に基づき、さらに効率的かつ安定的な健全経営を行
うこととしている。
　将来、多額の更新費用が発生すると見込まれるな
か、その財源を確保するため、更なる給水原価の改
善や、料金水準の適正化などが今後の課題と思われ
る。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　資産の減価償却率は類似団体値、全国平均値と比
較するとその数値は低いものの非常に近い数値と
なっている。また、管路経年化率や管路更新率もそ
れぞれ比較した場合、かなり低いことなどから法定
耐用年数を経過した管路は少ない。
　現時点では上記の状態ではあるが、アセットマネ
ジメントの予測では、資産では２０年後に急に老朽
化資産が増え、管路では１０年後から徐々に老朽化
が進行していくと予想される。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

449.85 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 48.51 98.24 2,647 36,888 82.00

　２６年度収支は黒字となったが、将来、管路や設
備の更新時期をむかえた時、多額の費用が発生する
ことが予想される。この財源を確保するためにア
セットマネジメント（資産管理）に取り組み、手法
を活用することにより更新時期と更新費用を予測
し、その結果を踏まえ今後１０年間の「財政計画」
を策定した。今後この計画に基づき、厳しい環境で
はあるが引き続き健全経営を行いたい。

　施設の改良、更新を進めた結果、企業債残高が多
くなり、流動比率も全国平均値や類似団体と比較す
ると低い率となっているが、１００％を上回ってい
るため短期的な債務に対する支払い能力は備わって
いると言える。
　効率性については、給水に関し給水原価が全国平
均値や類似団体と比較し安価であることや、施設利
用率も同じく比較した場合に高い数値となっている
こと、有収率も比較して高い数値であることから効
率的に給水を行い、収益に結びついていると言え
る。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

- ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 - -

人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

別紙 2 経営比較分析表
島根県　斐川宍道水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 0.14 0.58 0.85 0.96 0.17

平均値 0.68 0.7 0.81 0.59 0.6

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 114.02 100.76 94.45 96.26 108.3

平均値 108.43 105.61 106.41 106.89 109.04

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 42.32 38 40.03 41.2 42.82

平均値 34.47 35.53 36.36 37.34 44.31

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 5.71 5.08 4.95 4.84 4.73

平均値 6.06 6.47 7.8 8.39 10.09

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

①経常収支比率(％)

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 0 0 0 0 0

平均値 5.37 6.79 6.33 7.76 3.77

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 265.27 437.5 448.86 291.99 170.49

平均値 792.56 832.37 852.01 909.68 382.09

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 650.43 772.96 745.77 752.4 743.4

平均値 403.05 403.15 391.4 382.65 385.06

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 107.15 91.21 85.1 85.87 98.27

平均値 97.63 94.86 95.91 96.1 99.07

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 127.01 156.14 167.88 165.57 145.9

平均値 172.59 179.14 179.29 178.39 173.03

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 64.19 60.18 60 68.01 66.34

平均値 60.17 58.76 59.09 59.23 58.58

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 90.81 90.06 90.48 89.86 90

平均値 85.47 84.87 85.4 85.53 85.23

81.00

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

92.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】


